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平成 27 年度 平成 31 年度 

第五次総合計画 

（平成 27～31 年度） 

総合戦略 

【第五次総合計画と総合戦略の計画期間】 

 『第五次鹿児島市総合計画』は、行財政運営を総合的に進めるための最上位計画であるのに対し、鹿児島市まち・ひと・

しごと創生「総合戦略」は、人口減少という特定の課題に関連する施策をまとめるものです。 

「総合戦略」の策定にあたっては、第五次総合計画との整合を図るとともに、国の総合戦略に掲げられた基本目標や本市

の特性を踏まえながら検討を行っているところです。 

なお、「総合戦略」に盛り込まれる施策については、第五次総合計画の第３期実施計画（平成２８～３０年度）や、後期

基本計画（平成２９～３３年度）にも反映します。 

基礎 
人口 

ビジョン 

（平成 24～33 年度） 

概要版をご覧になる前に 

「総合戦略」策定の前提：『第五次鹿児島市総合計画』との関係 



「人口ビジョン」及び「総合戦略」とは 

 

 

(1)わが国の人口減少 

2008（平成 20）年に始まったわが国の人口減少は、今後、年少人口（14

歳以下）の減少と老年人口（65 歳以上）の増加、さらには老年人口さえも

減少していく人口構造の変化を伴いながら加速度的に進み、2040 年代頃に

は毎年 100 万人程度の減少スピードになると予測されています。 

 

 

 

 

 

 

(2)まち・ひと・しごと創生法（参考 1） 

上記(1)の少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをか 

けるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域 

で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持して 

いくため、2014（平成 26）年 11 月、「まち・ひと・しごと創生法」が施行

されました。 

同法では、都道府県及び市町村に対して、まち・ひと・しごと創生に関 

する目標や施策に関する基本的方向等をまとめた「総合戦略」を策定する 

よう、努力義務を規定しています。 

 

(3)まち･ひと･しごと創生｢長期ビジョン｣及び｢総合戦略｣（参考 2） 

国においては、2014（平成 26）年 12 月、日本の人口の現状と将来の姿 

を示した「長期ビジョン」と、2019（平成 31）年度までの基本目標や具体

的な施策などをまとめた「総合戦略」を閣議決定し、国・地方が一体とな 

って地方創生に向けた取組を進めています。 

 

 

 

 

 

(4)本市「人口ビジョン」及び「総合戦略」（P2､P3） 

左記(2)(3)の動きを受け、本市においても、将来にわたって地域の 

活力を維持できるよう、鹿児島市まち・ひと・しごと創生「人口ビジ 

ョン」及び「総合戦略」を策定し、人口減少問題の克服に積極的に取り 

組んでいくこととしています。 

 

 ①「人口ビジョン」とは（P2） 

本市人口の現状を分析するとともに、2060（平成 72）年の人口の 

長期展望や人口減少問題の克服等を目指すための基本的視点を示し、 

「総合戦略」において、効果的な施策を企画立案する重要な基礎とな 

るものです。 

 

 ②「総合戦略」とは（P3） 

「人口ビジョン」を基礎に、将来にわたって地域の活力を維持し、 

地方創生に積極的に対応していくための指針として、2019（平成 31） 

年度までの本市の地方創生に向けた目標や基本的方向、主な施策等を 

整理するものです。 

 

(5)総合戦略の取組にあたって 

①基本目標ごとに５年後の数値目標を設定します。 

②基本目標ごとに講ずる施策の効果を客観的に検証できる重要業績評価 

指標（ＫＰＩ）を設定します。 

③外部有識者等で構成する検証委員会を設置し、ＫＰＩの効果検証等を 

行います。 

④必要な見直しを行うことができるＰＤＣＡサイクルを構築します。 
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